
平成 26 年度当初予算
～市発足 10 周年の節目の年～

【問い合わせ先】

財政課　財政係　28-6007

予算総額　675億 1,930 万円
一般会計　389億 4,000 万円
特別会計　285億 7,930 万円

　

全
国
的
に
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
経
済
対
策
の
効
果

に
よ
り
、
景
気
回
復
に
も
広
が
り
が
み
ら
れ
る
中
、

当
市
の
平
成
26
年
度
当
初
予
算
も
、
個
人
、
法
人

市
民
税
で
若
干
の
増
収
が
見
込
ま
れ
、
平
成
23
年

度
か
ら
続
い
て
い
た
市
税
収
入
の
減
収
傾
向
は
改

善
の
見
通
し
と
な
り
ま
し
た
。
し
か
し
な
が
ら
、

消
費
税
率
の
引
上
げ
に
伴
い
、
駆
け
込
み
需
要
と

そ
の
反
動
減
が
予
想
さ
れ
る
こ
と
か
ら
決
し
て
楽

観
は
で
き
な
い
状
況
で
す
。

　
「
好
循
環
実
現
の
た
め
の
経
済
対
策
」
を
含
め

た
国
の
補
正
予
算
の
成
立
を
受
け
、
当
市
に
お
い

て
も
約
５
億
円
の
補
正
予
算
編
成
と
と
も
に
、
当

初
予
算
に
お
い
て
は
「
あ
っ
た
か
し
こ
ち
ゅ
～
枠
」

と
し
て
36
事
業
、
６
億
７
千
万
円
の
地
域
経
済
の

活
性
化
及
び
雇
用
の
創
出
を
図
る
た
め
の
事
業
を

予
算
計
上
し
て
い
ま
す
。

■
本
市
の
総
合
計
画
の
仕
上
げ
の
年

　

平
成
26
年
度
は
、
市
発
足
10
周
年
で
あ
り
、
市

の
総
合
計
画
の
最
終
年
度
と
い
う
節
目
の
年
に
な

り
ま
す
。
現
在
建
設
中
の
消
防
防
災
セ
ン
タ
ー
や

市
民
文
化
ホ
ー
ル
な
ど
の
懸
案
事
業
や
東
日
本
大

震
災
を
踏
ま
え
た
防
災
減
災
の
取
り
組
み
、
防
災

有
線
告
知
シ
ス
テ
ム
整
備
事
業
、
小
中
学
校
施
設

耐
震
化
事
業
な
ど
を
着
実
に
進
め
る
た
め
、
一
般

会
計
の
予
算
規
模
は
３
８
９
億
４
千
万
円
と
前
年

度
に
比
べ
40
億
４
千
万
円
の
大
幅
増
と
な
り
、
合

併
後
最
大
規
模
の
予
算
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、

16
の
特
別
会
計
の
総
額
は
２
８
５
億
７
９
３
０
万

円
で
、
前
年
度
に
比
べ
６
億
８
３
９
０
万
円
減
少

し
て
お
り
、
一
般
会
計
と
特
別
会
計
を
合
わ
せ
た

予
算
規
模
は
６
７
５
億
１
９
３
０
万
円
（
対
前
年

度
比
５
・
２
％
増
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

当
初
予
算
編
成
方
針

■
市
債
残
高
（
一
般
会
計
）
の
推
移

　

平
成
26
年
度
末
に
市
債
残
高
は
５
６
１
億
円

と
な
る
見
込
み
で
、
合
併
後
最
大
規
模
と
な
り

ま
す
。
し
か
し
、
市
債
残
高
の
内
容
と
し
て
は
、

国
が
全
額
地
方
交
付
税
で
措
置
し
て
く
れ
る
臨

時
財
政
対
策
債
な
ど
が
１
７
２
億
円
と
全
体
の

31
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
70
％
を
地
方
交

付
税
で
措
置
さ
れ
る
合
併
特
例
債
が
２
５
３
億

円
を
占
め
、
実
質
的
な
市
の
負
担
は
30
％
の
76
億

円
と
な
り
ま
す
。
地
方
交
付
税
措
置
さ
れ
る

３
４
９
億
円
を
除
い
た
実
質
的
な
市
の
負
担
額

は
２
１
２
億
円
と
な
り
、
市
債
残
高
全
体
の
38
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。
市
債
残
高
は
、
合
併
特
例
事

業
の
最
終
年
度
と
な
る
平
成
31
年
度
ま
で
は
増

加
し
続
け
ま
す
が
、
実
質
的
な
負
担
は
減
少
し
て

い
き
ま
す
。

※臨時財政対策債

　借入金の 100％が地方交付税で措置される地方債
　合併特例債

　借入額の 70％が地方交付税で措置される地方債

H16 H17 H20H19H18 H21 H22 H23 H24 H26

主
に
市
の
負
担

（
合
併
特
例
債
以
外
に
地

方
交
付
税
措
置
の
あ
る

市
債
も
含
ま
れ
て
い
る
）

国
に
よ
る
財
政
支
援

（
地
方
交
付
税
措
置
）

市債残高（一般会計）の推移（年度末現在）

合併特例債臨時財政対策債など 一般会計債
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△ 278億円

△ 203億円



自主
財源

依存
財源

■市の決算を一般家庭の１か月の家計簿に例えると・・・
　しこちゅー家では、夫婦で毎月約 103,000 円の給与（基本給・諸手当）などの収入があります。また、

同居している両親に約 83,000 円の生活費を負担してもらっています。

　それらの収入で、食費、医療費や住宅ローンなど、毎月どうしても必要な費用（義務的経費）が約

115,000 円かかり、光熱水費等の生活費、車の修理代や子どもへの仕送りなどで約 73,000 円支出し

ています。その上、家の増改築や家財購入（投資的経費）などを計画的に行うために、銀行などから借

入をして、収入不足を補っています。この数年、食料費（人件費）は減って、家庭内での節約も進んで

きましたが、給与等の収入を増やすようにしないと家計はなかなか楽にはならないようです。

しこちゅー家の

家計簿に置き換

えると、こうな

るのね

　

歳出歳入

四国中央市の当初予算

　　　　　　389億 4千万円
前年度比較 40 億 4 千万円増（＋ 11.6％）

歳　　入 予算額（千円） 割合（％）

市　税 14,593,728 37.5
分担金及び負担金 723,191 1.9
使用料及び手数料 670,024 1.7
諸収入などの収入 675,463 1.7
繰入金 814,979 2.1
地方交付税 5,750,000 14.8
地方譲与税 340,700 0.9
その他の交付金 1,180,000 3.0
国・県支出金 6,161,815 15.8
市　債 8,030,100 20.6

合　計 38,940,000 100.0

歳　　出 予算額（千円） 割合（％）

人件費 7,052,673 18.1
扶助費 6,431,441 16.5
公債費 5,190,717 13.3
物件費 5,183,145 13.3
その他 314,565 0.8
維持補修費 194,649 0.5
普通建設事業費 8,342,957 21.5
補助費等 1,734,516 4.5
繰出金 4,482,687 11.5
積立金 12,650 0.0

合　計 38,940,000 100.0

収　　入

基本給 89,946 円

諸手当 12,750 円

雑収入 5,023 円

同居している両親から
生活費の負担 82,789 円

銀行からの借り入れ 49,492 円
合　計 240,000 円

支　　出

食　費 43,468 円
医療費 39,639 円
借り入れの返済 31,992 円

光熱水費などの生活費 33,884 円

車の修理代 1,200 円
家の増改築、家財購入 51,420 円

子どもへの仕送り 38,319 円

貯　金 78 円
合　計 240,000 円

しこちゅー家の家計簿
夫婦・子ども２人（大学・中学生）・両

親の６人家族※年収288万円（24万円/月）

を

市税
37.5％

分担金及び
負担金 1.9％

使用料及び
手数料 1.7％

諸収入などの
収入 1.7％

繰入金
2.1％

地方交付税
　  14.8％

国・県支出金
　    15.8％

市債
20.6％

その他の
交付金 3.0％

地方譲与税
0.9％

維持補修費
0.5％

補助費等 4.5％

物件費
13.3％その他

0.8％44.9％55.1％

※割合（％）は小数点第 2位で四捨五入

繰出金
11.5％

扶助費
16.5％

公債費
13.3％

人件費
18.1％

義務的
経費
47.9％

その他
経費
30.6％

普通建設
事業費
21.5％

投資的
経費



■
消
防
防
災
セ
ン
タ
ー
建
設
事
業

[

継
続]

21
億
７
千
万
円　

市
民
主
役
の

防
災
力
強
化
と

行
政
機
関
の
適

正
配
置
を
図
る

た
め
、
旧
三
島
会

館
跡
地
に
消
防

防
災
セ
ン
タ
ー

を
建
設
し
て
い

ま
す
。
年
度
内

に
建
設
工
事
を

完
了
し
、
平
成

27
年
４
月
の
供

用
開
始
を
目
指

し
ま
す
。
ま
た
、

１
１
９
番
受
信

か
ら
災
害
現
場

到
着
ま
で
の
時
間
短
縮
を
図
る
機
能
や
災
害

時
に
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
正
確
な
情
報
が
共
有

で
き
る
防
災
情
報
シ
ス
テ
ム
な
ど
の
機
能
を

備
え
た
高
機
能
消
防
指
令
セ
ン
タ
ー
と
消
防

救
急
デ
ジ
タ
ル
無
線
を
併
せ
た
消
防
防
災
総

合
シ
ス
テ
ム
を
整
備
し
ま
す
。

平成 26 年度当初予算の主な事業
■総合計画、新市建設計画の主要事業の具現化を図ります
■あっかたしこちゅ～枠による経済・雇用対策に取り組みます　　　
■新規事業は重点化項目に集中して実施します
　重点化項目：○にぎわいの拠点づくり　○安全・安心なまちづくり　○人にやさしいまちづくり
　　　　　　　○地域力の再生　○産業力の強化　○文化の振興　○農林水産業の支援

■
市
発
足
10
周
年
記
念
事
業

[

新
規]

約
１
千
万
円　

平
成
16
年
４
月

に
旧
川
之
江
市
・

旧
伊
予
三
島
市
・

旧
土
居
町
・
旧
新

宮
村
が
合
併
し
、

四
国
中
央
市
が
発

足
し
て
平
成
26
年
で
10
周
年
を
迎
え
る
こ
と

か
ら
記
念
事
業
を
行
い
ま
す
。

　

記
念
事
業
と
し
て
は
、
記
念
式
典
ほ
か
４

つ
の
イ
ベ
ン
ト
及
び
し
こ
ち
ゅ
～
カ
ル
タ
の

制
作
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

■
児
童
遊
園
地
整
備
事
業

[

新
規
（
継
続
）]

約
２
千
万
円

　

市
内
71
箇
所
の
児
童
遊
園

の
遊
具
に
つ
い
て
劣
化
診
断

を
行
な
っ
た
結
果
、
著
し
く

劣
化
が
進
行
し
、
事
故
に
つ

な
が
る
可
能
性
が
極
め
て
高

い
と
さ
れ
る
遊
具
を
撤
去
し
、
必
要
に
応
じ

て
新
設
整
備
な
ど
の
対
応
を
行
い
ま
す
。
子

供
た
ち
が
地
域
で
安
全
に
遊
具
を
使
っ
て
遊

べ
る
環
境
づ
く
り
の
推
進
に
努
め
ま
す
。

■
農
業
振
興
セ
ン
タ
ー
建
設

  

事
業

[

新
規
（
継
続
）]

　

約
１
億
８
千
万
円

　

農
業
版
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
の
窓
口

を
更
に
拡
充
さ
せ
る
た
め
、
Ｊ
Ａ
う
ま
が
所

有
す
る
中
之
庄
町
の
ジ
ャ
ジ
ャ
う
ま
広
場
内

に
農
業
振
興
セ
ン
タ
ー
を
新
築
し
ま
す
。
平

成
26
年
11
月
末
の
完
成
を
目
指
し
、
農
業
振

興
課
・
農
業
委
員
会
・
農
林
水
産
課
の
３
部

署
を
配
置
す
る
予
定
で
す
。

■
保
育
所
緊
急
対
策
事
業

[

新
規]

約
１
億
３
千
万
円

　

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
の
施
行
に

向
け
、
平
成
27
年
４
月
か
ら
の
認
定
こ
ど
も

園
開
設
を
目
指
す
私
立
金
生
幼
稚
園
及
び
私

■
防
災
有
線
告
知
シ
ス
テ
ム

　

整
備
事
業

[

継
続]

約
４
億
４
千
万
円

　

市
民
の
皆
さ
ま
の
安
心
・

安
全
を
確
保
す
る
た
め
の

防
災
有
線
告
知
シ
ス
テ
ム

の
運
用
を
開
始
し
ま
す
。

　

従
来
の
屋
外
ス
ピ
ー

カ
ー
に
よ
る
音
声
放
送
の

ほ
か
、
情
報
通
信
技
術
を

活
用
し
た
メ
ー
ル
配
信
、

ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
テ
ロ
ッ

プ
放
送
な
ど
の
多
様
な
情

報
伝
達
手
段
を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
災

害
に
強
い
情
報
伝
達
体
制
の
確
立
を
図
り
ま

す
。

ケーブルテレビ網を活用
した有線告知システム

立
三
島
幼
稚
園
に
つ
い
て
、
平
成
26
年
度
に

保
育
所
緊
急
整
備
事
業
に
よ
り
保
育
所
部
分

の
新
設
工
事
を
行
い
ま
す
。
２
園
が
認
定
こ

ど
も
園
と
な
る
こ
と
で
、
懸
案
の
低
年
齢
児

の
受
入
れ
幅
の
拡
大
と
、
多
様
化
す
る
保
育

ニ
ー
ズ
へ
の
一
層
の
対
応
が
期
待
で
き
ま
す
。



■
安
心
ふ
れ
あ
い
ご
み
収
集

　

事
業

[

新
規]

約
３
百
万
円

　

独
居
高
齢
者
の
う
ち
要
介

護
者
及
び
障
が
い
者
の
世
帯

か
ら
排
出
さ
れ
る
生
活
ご
み

を
個
別
に
訪
問
し
収
集
す
る

こ
と
に
よ
り
、
当
該
世
帯
の

ご
み
出
し
に
係
る
負
担
の
軽
減
を
図
り
、
こ

れ
ら
の
高
齢
者
や
障
害
を
持
つ
方
々
の
暮
ら

し
を
サ
ポ
ー
ト
し
ま
す
。
ま
た
、
ご
み
出
し

を
通
し
て
安
否
確
認
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、

安
心
の
ま
ち
づ
く
り
に
つ
な
げ
ま
す
。

■
保
育
所
に
在
園
す
る
子
ど
も
の

４
人
目
か
ら
の
保
育
料
無
料
化

事
業

[

新
規]

約
７
百
万
円

　

保
育
料
の
多
子
軽
減
措
置
を
充
実
さ
せ
る

た
め
、
現
在
の
軽
減
措
置
に
加
え
、
18
歳
未

満
の
子
ど
も
が
４
人
以
上
い
る
世
帯
に
つ
い

て
、
４
人
目
以
降
の
保
育
料
を
無
料
と
す
る

も
の
で
、
多
子
世
帯
に
お
け
る
子
育
て
に
か

か
る
負
担
の
さ
ら
な
る
軽
減
に
よ
り
、
少
子

化
対
策
に
お
い
て
も
有
効
な
施
策
と
な
り
ま

す
。

ほかにも次の事業を行います

■愛媛県植樹祭開催事業 （約 200 万円）　　　　　　　■体育施設整備事業 （約 4,000 万円）
■非常備消防施設整備事業 （約 2,000 万円）        ■災害対策施設整備事業 （約 2,000 万円） 
■第２次総合計画策定 （約 300 万円）　 ■市民文化ホール建設事業 （約 17 億 4,000 万円）
■情報システム構築事業 （約 3,000 万円 )　■ＣＩ関連事業 （約 200 万円）
■県営港湾整備事業 （約 8,000 万円）　　　　　■港橋橋梁改修事業 （約 8,000 万円） 
■社会資本整備総合交付金事業 （約 1 億 7,000 万円）　　■川之江地区整備事業 （500 万円）
■国民体育大会開催準備事業 （約 400 万円）  ■公民館施設整備事業 （約 3,000 万円）
■紙のまちの子育て応援乳児紙おむつ支給事業　（約 4,000 万）　　など　
※ [ 新規 （継続） ] ： 平成 25年度当初予算には計上されていないが、 補正予算で計上され実施している事業

■
浸
水
対
策
事
業

[

継
続]

約
４
億
７
千
万
円

　

平
成
16
年
度
の
豪
雨
に
よ
り
発
生
し
た
浸

水
被
害
箇
所
を
中
心
に
、
年
次
計
画
に
基
づ

き
排
水
路
改
良
や
排
水
ポ
ン
プ
設
備
の
整
備

■
小
・
中
学
校
施
設
耐
震
化
事
業

　[

継
続]

約
10
億
円

　

昭
和
56
年
の
新
耐
震
基
準
施
行
以
前
に
建

築
さ
れ
た
施
設
に
つ
い
て
耐
震
診
断
を
行
っ

た
結
果
、
Ｉ
ｓ
値
０
・
７
未
満
の
も
の
に
つ
い

て
、
平
成
22
年
度
よ
り
順
次
、
耐
震
補
強
ま

た
は
改
築
を
進
め
て
い
ま
す
。

■
幼
児
教
育
に
係
る
保
護
者
負
担
の

　

軽
減
（
幼
稚
園
就
園
奨
励
事
業
の

　

拡
充
）

　[

新
規]
約
４
百
万
円

　

幼
児
期
の
教
育
は
、
生
涯
に
わ
た
る
人
格

形
成
の
基
礎
を
培
う
重
要
な
も
の
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
子
ど
も
た
ち
に
質
の
高
い
教
育
を

保
障
す
る
た
め
、
幼
児
教
育
の
振
興
を
図
り

少
子
化
対
策
の
一
助
と
な
る
よ
う
、
多
子
世

帯
に
対
す
る
幼
稚
園
就
園
奨
励
事
業
を
拡
充

し
ま
す
。

を
行
い
ま
す
。
平
成
26
年
度
は
、
井
地
地
区
・

寒
川
大
道
地
区
・
北
野
地
区
・
川
岸
地
区
の

雨
水
排
水
路
の
改
良
工
事
、
馬
場
雨
水
ポ
ン

プ
場
電
気
機
械
設
備
・
平
木
大
橋
（
上
部
工
）

の
整
備
な
ど
を
行
い
ま
す
。


